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　「国と東京電力は加害者だという認識があるのか」―日本共産党
の志位和夫委員長は、原発事故の被害者の叫びをつきつけ、除染と
全面賠償問題などについて、国が責任をはたすよう迫りました。
　放射能汚染対策では、除染費用や取り除いた土砂の処分に国が全
面的に責任をもつことを要求。また、東京電力が、原発事故被害の
損害賠償問題で、被害者に煩雑で膨大な量の書類提出を強いている
ことを批判。被害者の苦しみによりそった全面賠償をもとめました。

　民主党がまとめた復興増税案は、所得税増税など庶民に
重い負担をもとめる一方で、法人税については、５％減税し
たうえで、「付加税」を3年間だけ課すもので、実質は減税です。
　大企業・大金持ち減税をやめれば、10年間で17兆円の税
収増となり、民主党がねらう庶民増税や消費税増税などまっ
たく必要ありません。政党助成金や大型公共事業、大企業・
大金持ち減税など、本気でムダに切り込めば、復興財源はう
みだせます。 「社会保障、復興財源を口実にした消費税増税は許さない」と訴える消費税廃止各界連絡会の宣伝・署名行動

＝9月26日、東京・新宿駅前

放射能汚染の地図を示し質問する志位委員長＝9月27日、衆院予算委員会
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